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１．日  時   平成１８年８月３１日（木） １４：００～１６：３０ 

２．場  所   中央合同庁舎第４号館共用第２特別会議室(４階 ４０４号室) 

３．出席者 

（ストック検討委員会委員） 

高木委員長、井出委員、中村委員、野村委員 

（経済社会総合研究所） 

黒田所長、広瀬次長、法專総括政策研究官、大脇総務部長、丸山上席主任研究官、後藤国

民経済計算部長、大貫企画調査課長、二村国民支出課長、二上国民生産課長、川島分配所

得課長、百瀬国民資産課長、工藤価格分析課長、広川地域・特定勘定課長 

 

４．議  事 

（１）民間企業投資・除却調査（案）について 

（２）検討課題と対応状況 

① インハウス・ソフトウェアの考え方 

② 育成資産の半製品在庫の試算の紹介 

③ その他 

（３）その他  

 

５．配布資料 

資料１ 民間企業投資・除却調査（案）について 

資料２ Capitalizing Own Account Software in Japan 

資料３ Alternative Approach to Estimate WiP Inventory on Cultivated Assets 

資料４ 検討課題(インハウス・ソフトウェア・育成資産)に関する補足資料 

資料５ 第３回資本ストック検討委員会議事録  

追 加 資 料  Harmonizing Japan ’ s Current National Accounts with the 1993 SNA 

Recommendation  

（参考資料)  

参考１ 検討課題について(項目一覧) 

参考２ ＯＥＣＤマニュアルのポイント (第 3 回委員会の参考 1 と同じもの) 

参考３ 資本財別新設投資額時系列データベースの整備作業進捗状況(報告) 
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午後２時００分 開会 

○企画調査課長 定刻となりましたので、第４回資本ストック検討委員会を開催します。 

 本日は、時子山委員と宮川委員がご都合によりご欠席となっております。 

 前回、第３回の委員会は、昨年６月下旬に開催しましたので、１年以上あいての開催になり

ます。先月、国民経済計算部長が飛田から後藤に交代しましたので、最初に挨拶させていただ

きます。 

○国民経済計算部長 ４月28日付で国民経済計算部長に就任いたしました後藤でございます。

本日は、ご多用中にもかかわりませず皆様ご出席いただきまして、ありがとうございます。 

 私ども、資本ストック統計の精度向上は大変重要な課題であると認識しております。それが

また大変長いタスクリストを持っておるということを承知しております。 

 本日は盛り沢山の内容になりますが、ぜひ今後ともよろしくご指導、ご鞭撻方お願い申し上

げます。 

○企画調査課長 議論に先立ちまして、事務局から事務的な事項についてご連絡させていただ

きます。 

 既に手紙でご案内を差し上げているところですけれども、委員の任期に関する件です。 

 国民経済計算調査会議が平成16年４月に開催されました際に、委員の任期はおおむね３年、

平成19年４月までと議決いただいておりました。一方、最近の動向ですが、統計改革の動きが

具体化してまいりまして、国民経済計算調査会議は統計審議会とともに再編されまして、今度、

内閣府に設置されます統計委員会、これはまだ仮称ですけれども、統計委員会とするという方

向で、次期通常国会への法案の提出が準備されております。 

 そこで、当初の任期、平成19年４月という時点を考えますと、その再編の直前になるかと思

いますので、任期を延長いただき、再編までの間、目途としては平成19年10月ごろになるので

はないかと思いますが、それまでの間を任期とすることをご理解いただきたいということです。 

 もちろん、個別のご事情がある場合にはご相談いただきたいと思います。 

 本件につきましては、先月開催されました国民経済計算調査会議の総会で議決いただき、議

事録がちょうど昨日、ホームページに掲載されておりますので、具体的な議事の内容について

はご確認いただけるかと思います。 

 それでは、本日の会議の資料を確認させていただきたいと思います。 

 最初に議事次第がございまして、資料の方は、資料１から資料５及び後で配った追加資料が

ございます。また、その後に、前回第３回の議事録がございまして、その後ろに参考資料とし
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て１から３までお配りしております。 

 何か不足しているものがございましたらお知らせいただければお届けしたいと思います。 

 また、本日ちょっと都合がございまして、黒田所長と法専総括は、会議の途中でございます

が３時半ごろに退席させていただく予定になっております。また、その他何人かの者も、４時

になりましたら退席させていただくことになるかと思います。 

 以上、事務連絡でございます。 

 それでは、委員長に司会をお願いいたします。 

○高木委員長 高木です。 

 これから第４回の資本ストック検討委員会を始めたいと思いますが、皆さんにはお暑い中、

お忙しいところお集まりいただきまして、大変ありがとうございます。 

 議事次第を見ていただきたいんですが、今日は一応４時までを予定しております。先ほど資

料の確認がございましたが、議題については２つ用意しております。１つが民間企業投資・除

却調査（案）について、もう一つは従来からの検討課題で、インハウスと育成資産の扱いにつ

いてとなっております。 

 それでは、民間企業投資・除却調査（案）について、事務局からご説明をお願いしたいと思

います。 

○国民資産課長 それでは、説明します。 

 私、二上前資産課長の後任で百瀬と申します。よろしくお願いいたします。 

 後ろから３つ目の資料、参考１「検討課題について」を見ていただきたいと思います。前回、

第３回の委員会でストック統計の整備の方向性が示されました。その方向に従って具体的にど

ういう作業が必要かということで、今回、事務方で整理しましたところを、この１ページから

４ページまでに17項目リストアップしてあります。 

 中身につきましては、ここでは時間もありませんので詳しく触れませんけれども、項目だけ

読まさせていただきます。 

 最初に、「国際的議論への参加」、「資本財別総固定資本形成長期時系列データの整備」、

「詳細な財別価格指数の超長期時系列データの整備」、「資本財別・主体別耐用年数及び死亡

（除却）パターン、効率性減趨パターン、価値の減趨（減耗）パターンの調査・研究・実態調

査の設計と実施、結果の検証と推定等」、「在庫推計方法の抜本的見直し」、「インハウス・

ソフトウェアの研究」、「資本形成主体別総固定資本形成超長期時系列データの整備」、

「『固定資本マトリックス（フロー）』の設計」、「『生産性指標としての資本ストック』、
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『純資本ストック』の推計手法の設計」、「『資本サービス』の推計手法の設計」、「進捗－

取付け転換方法の検討」、「中古品、屑の取扱い」、「リース、レンタルの扱い（使用者主義

への変換）」、「ベンチマーク（国富調査データの精査）」、「推計季種と期間（簡易推計の

可能性、四半期推計の方法）」、「社会資本別の減耗パターンの研究」、「Ｒ＆Ｄの資産計上

の検討・資産推計」、この17項目が実際の作業としたら必要ではないかということで、中くら

いの項目として挙げているわけです。 

 平成18年度─今年度の作業として、当面の重要な核となるので作業としては早目に手を

つけておかなければいけないのではないかということで、５ページ、６ページに５項目をピッ

クアップして、この項目から取り組んでいこうというリストにしてあります。 

 １番目の「資本財別総固定資本形成長期時系列データの整備（昭和30年からのCMBASEを平成

12年基準コードに変換し、長期時系列CMBASEを整備）」という項目、これは先ほど17項目挙げ

ましたうちの第２項目が、ここに対応しているということで、あと、今日の最後の方で進捗状

況等、もっと詳しく紹介できたらと考えているところです。 

 （２）に関しましては、同じような形で財別価格指数を30年に遡って整備するということで、

これも最後の方で紹介できたらと思っております。 

 （３）を飛ばしまして、（４）は育成資産の半製品在庫の試算推計ということで、17項目の

うち５項目目の後半に相当します。ここに関しましては後ほど野村委員からご説明があります

が、資料３がそれに対応する資料になっております。 

 ５番目、インハウス・ソフトウェアの研究。これは全体項目の６番目に該当しますけれども、

これも資料２により野村委員からご説明があります。 

 ５ページの（３）に戻っていただきまして、資本財別耐用年数及び死亡パターン、減耗パタ

ーンの推計ということで、これは項目４に対応しておるわけです。 

 この項目に関しましては、15年に資本ストック実態調査をやっておりまして、対象を約

6,000 客体で実行したものがあります。その検証が必要であるという状態で、検証が続いてい

るという位置づけであると考えます。 

 その次に「・平成15年資本ストック実態調査を基に毎年の調査を計画する。その際、死亡パ

ターン以外の財別パターンが計測可能性や精度の確保を目指した設計を検討する→ ☆民間企

業投資・除却調査［資料１参照］」、そして次に「・サンプル企業の物品台帳から資本財別・

主体別耐用年数及び死亡（除却）パターン、効率性減趨パターン、価値の減趨（減耗）パター

ンを推定する」とありますが、この２つを受けた形で民間企業投資・除却調査を考えているわ
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けでございます。この位置づけでの調査ということになります。 

 具体的に、これからこの調査の概要についてご説明したいと思いますけれども、本日、資料

１の次に赤字で「会議後、回収させていただきます」と書いた資料が２種類、資料１の関連１

と関連２というものをお配りしておりますが、これは今、審査中の、統計基準部での審査をお

願いして受けておりますので、今の段階でこれが「こういうものだ」ということになりますと

若干支障がございますので、恐縮でございますが、会議終了時点で回収させていただきますの

で、ご協力をお願いいたします。 

 まず、資料１は、今回の調査の性格づけ、それから位置づけ、そういうものを示しているも

のです。 

 右、左の対比表にしてありますけれども、大きな区分としましては、左側が従来ベースの、

いわゆるベンチマーク・イヤー法と言われている現行系列の流れ、右側は今回の除却調査、こ

れはＰＩＭ─恒久棚卸法と訳されておりますけれども、その方法で整理したときの姿とい

うことで、４ページまでそういう対比表になっております。 

 この調査の性格を割合わかりやすく見られるものとしましては、２ページの対比表がありま

して、左側のベンチマーク法では、定期的に国富調査の実施、という時点があって、中間年は

フローのデータ、投資をプラスし除却をマイナスしてつないでいくということで推計します。

下の棒グラフに「ベンチマーク」と矢印で入っていますが、そういう年に関して調査をして数

字をとる。その後、網かけの薄い部分の新設の投資額があり、白い除却の分が下にあります。

ネット分が次の年につけ加わっていくということで、この棒グラフの前後の関係が出てくると

いう図です。 

 それに対して右側の恒久棚卸法になりますと、一番上の行に「ストックのベンチマークは原

則不要」と書いてありますけれども、年々の投資の額、これはコモ法で基本的にとれるわけで

す。それから除却の額も年々の、今回の調査みたいなもので把握して、額を推計してそれを積

んでいく。例えば寿命が30年しかないということになると、昭和45年は1970年ですから、そこ

にあったものは、少なくとも2000年の時点では全部消えている。そこから後、投資と除却の出

入りがあって、それを積んでいけばストックの額として把握が可能だということになります。

ベンチマークは不要だという意味の背景については、このように年々の投資と除却がわかれば

ストックも推計できるということになります。ＰＩＭはこのように位置づけられることになり

ます。 

 ３ページ、４ページに関しましては、実際の現行の統計でストックの関係の統計ということ
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で、３ページの方は、真ん中に「従来の推計方法」と書いてある部分、これが純固定資産を推

計して、ストックの価値を表現しているもので、年報の方に掲載している分に相当します。こ

のベンチマークは45年等の国富調査として、いろいろ工夫しながらつないでいるということで

ございます。 

 それに対応する新しい方法を右側に整理した形になっております。 

 ４ページは、民間企業資本ストックの粗資産の数字ということで、生産に関係する資産の部

分を推計して、毎四半期ごとに、二次ＱＥの後のタイミングで出している数字です。年にまと

めた数字もあります。３ページと４ページは、ストックの価値に関するものと、生産性に関係

する部分という仕分けで、２種類の系列を毎年出しているところでございます。 

 次に、除却調査の調査票に関しまして、各項目の概要をご説明したいと思います。 

 関連１が調査票の本体、関連２が記入例になります。 

 調査の目的としましては、民間企業における新規資産、中古資産の取得としての投資支出及

び除却に関する時期を資産別に調査して、資本ストック統計国民経済計算における生産勘定整

備の基礎資料とするということです。また、こういう統計がとれることによって経済全体の潜

在的な成長率とか設備投資の循環の計測、産業構造の国際比較等により接近できるということ

で、この調査が位置づけられるわけでございます。 

 右上にいきまして、今回の調査は平成17年度を対象にするものです。厳密に４月から３月に

おさまらないところは、その周辺の時点で記入してもらうということで、資産台帳、財産目録、

貸借対照表などの計算書類によって記入してもらうということです。 

 下の方は、Ⅰの内容にいきますけれども、資本金とか業種等のところは、こちらで法人名と

か場所とか資本金、業種名をプレプリントしておく。もともと事業所企業調査での資本金

3,000万円以上の企業数は10万強ぐらいありますが、その中から今回は３万客体を抽出してい

るということです。ここでの３万の内訳としましては、資本金10億円以上の企業に関しては悉

皆ということで、それぞれ概数で、下の一番小さいところは、前回と同じ3,000万以上5,000万

円未満の企業ということで、その辺は４％抽出とか、そういうことになっております。 

 そういうリストをつくって、それからここにこちら側でプレプリントして郵送し、この部分

が違うのであれば直してもらう。記入例のところにありますように、5,000万円未満かと思っ

たのが実際は7,000万円の資本金であったのであれば、線を引いて直してくれということにな

っております。 

 あとは担当者名等を入れてもらいますが、できるだけ記入者負担を軽減する意味で、インタ
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ーネットでの回答もできるようにしていこうということで、右側に、認証番号等も入れてもら

うということにしております。 

 ２ページにいきまして、一番上のところは、こういう経理をするに当たって、そこの会社が

消費税をどのように処理しているかについて、消費税抜きであったら１、入れているのであれ

ば２になります。設備投資関係であれば後で返金してもらえるとか、そういうものがあるわけ

ですが、とりあえず会社ごとに処理の仕方が違うということで、その処理をまず聞いていると

ころです。 

 かなりの割合が大企業になるということもあって、基本的に、両方の記述の仕方、記入の仕

方、税込みと税抜きが併存しているようなところは、ここには直接書いておりませんけれども、

答え方をどちらに税込みにするとかに整理しようと考えています。 

 それから「Ⅱ 有形固定資産の取得・回収等」ということです。ここと次のⅢ、Ⅳは取得に

関するものを入れてもらうことになっておりまして、２ページですと、左側に資産項目が11あ

りますけれども、従来の調査とか国富調査との関係で、こういった資産項目の区分けをしてお

りますので、それと同様のデータをとっておきたいということもあって、この項目になってい

ます。 

 右側の表頭ですけれども、①新設の取得額は、平成17年度中に新設したものの金額を入れて

もらいます。中古品は①には入れずに②の方に入れます。それからファイナンシャル・リース

の見なし取得価格は除くことになっております。 

 それから、②は中古品の取得、③が大規模修繕・改修になりますけれども、ＳＮＡでも企業

会計上でも、これは固定資本形成にカウントされます。新規の財の寿命と、それから修繕によ

る財の寿命の延長は相当違うだろうということもあって、これは分けております。 

 それから、言い忘れましたが、新規取得額の金額に関しましては、コモではこの財別のトー

タルの数字はとれるのですが、産業別にはとれていませんので、この調査結果を産業で集計す

ることによって、産業別の財の新規分がとれる仕組みになっています。 

 ④のところは、①から③までを合計したものです。 

 ３ページの建設仮勘定は、表頭の⑤が仮勘定における取得額で、⑥が仮勘定から本勘定への

振替ということで、進捗ベースと取付けベースの差がどのくらいか、率がどのくらいあるとか

を把握するために、財別に把握します。 

 １ページの建設仮勘定の欄は、財別には展開しない、トータルの数字が入りますけれども、

この２のところで財別に把握できます。 
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 それから、右側のⅣ、ファイナンシャル・リースでございますけれども、ＳＮＡの整理でも、

実際にファイナンシャル・リースとして使っている、そういう部分に関しては自分で所有して

いると見なそう、リース料ということではなくて、それを財として取得しているものと見なし

て整理し、「取得見なし額」を入れてもらう。 

 それから企業会計の方も、ファイナンシャル・リースの利用については基本的には固定資産

の財の取得として取り扱うことが原則なんですけれども、例外規定が認められて固定資産に計

上しない処理が認められています。ただ、基本的には、財務諸表上で別掲しているはずなので、

ここはそれなりの数値が入ってくるはずと考えております。 

 次に４ページから９ページまでに関しましては、有形固定資産の除却に関してです。各資産

項目別に、４ページは「１、建物」というふうになっています。その「１、建物」に関しまし

ては、先ほど２ページで見てもらいました資産項目の「１、建物」に対応しています。この建

物の除却が平成17年度に行われた財を15個入れてくれというのが４ページで、５ページは、建

物附属設備に関してまた15個入れてくれというようになっており、以下のページはその繰り返

しになってきます。 

 ４ページに戻っていただきまして、表頭⑨は、除却した財にはどういう建物があったかにつ

いて、例えば新宿の某ビルを除却したとすると、そこにその建物の名前が入り、左側の⑧は、

その資産コードで番号を書きます。この資産コードにつきましては、一応今、整理して大体

800くらいの数になると考えていますけれども、そのコード表を用いてコード付けをしたコー

ドが⑧に入りまして、⑩は取得の時期、その建物を取得した時期を書いていただく。例えば、

30年前の５月なら1976年の５月ということをそこに入れてもらいます。取得したときに中古だ

ったか新設だったかを⑪に書いて、取得時の購入額を⑫に書いてもらう。 

 ⑬⑭⑮は売却・廃棄に関してで、これは平成17年度中に除却したものと言っているんですけ

れども、少しずれるところがありますので、そこに「平成17年８月」のように、除却の時期を

書いてもらう。そして、それは廃棄したのか、また別のところへ売ったのかというところを⑭

に区別して書いてもらって、⑮は、それを幾らで販売したのかを書いてもらうことになります。 

 ⑮の単位は「万円」ですが、これは中古で売却するときには非常に小さな金額になるかもし

れないけれども、ゼロではない金額として把握するということも重要な情報となります。前回

の15年調査の反省もあって「万円」まで入れてもらえるように、書きやすいようにしていると

いうことです。 

 同じような形で、建物附属設備が５ページ、構築物が６ページ、機械及び装置が７ページで
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す。この辺になりますと、一般汎用的な機械と目的を持った機械との組み合わせとなって、ち

ょっと区分が大変かもしれませんが。 

 ８ページは、５から７の船舶、航空機、車両及び運搬機器ということで、先ほどのコードの

５から７の部分を対象としています。業種によっては船に偏っているだろうし、航空機や車両

に偏っているかもしれない。そうしたときに空欄が多いよりは、この組み合わせで聞けばそれ

なりの特徴のあるものが入ってくるのではないかということで、１つのシートになっています。 

 ９ページは工具についてです。ここも判別しにくいところがあるシートになるかもしれませ

んけれども、同様な形で入れてもらうことになっております。 

 次に、「記入の仕方」についてですが、除却に関しては無作為に台帳から資産を選んで記入

してくれと言っているわけですけれども、選択の偏りを避けるために、無作為抽出のやり方に

ついて一つの例を示しています。調査関連の（２）での無作為抽出の方法の例では、77個資産

があったときの例示をしてあります。記入のし易さ、できるだけ迷わないようにしたいという

ことで、こういう記入例になっております。 

 概要に関しましてはこういうことでございますけれども、そもそもＰＩＭと今の調査がどの

ように関係しているかということに関しまして、引き続き国民生産課長の方からご説明いたし

ます。 

○国民生産課長 国民生産課の二上と申します。 

 今、調査票の説明があったわけですが、そもそもＰＩＭの方法で検討するということは、第

３回の委員会までで了解を得ているということで、ＰＩＭそのものについての詳しい説明は避

けたいと思います。ここでは、この調査票に沿って、調査データがどのようにＰＩＭに対応す

るのか補足的にご説明したいと思います。 

 資料１に戻っていただきまして、５ページからになります。 

 「新たな推計方法」と書いてありますけれども、簡単に復習しますと、推計の概要というこ

とで、我々の新たな推計は、生産能力としてのストック統計と価値としてのストック統計とい

うことで、それは現行の民間企業資本ストックとＳＮＡの純固に対応するものですけれども、

それを概念的に整理した上で、データも合うものにしようということで始めたプロジェクトだ

と考えております。 

 ２ページは単にイメージ図ということで、あまりしっかりとした図ではないと思いますけれ

ども、ＰＩＭのイメージ図ということで、ご了解いただきたいと思います。 

 ７ページから、どういうデータ対応になるのか簡単に申し上げたいと思います。 
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 「２．新設投資額」ですが、我々、産業別・資本財別のマトリックスでデータを整備しよう

ということでございます。左の方に縦に財１からＮまであるわけですけれども、その日本全体

としての合計値は財別にコモディティ・フロー法で得られるだろう。これは、もし時間があれ

ば参考３あたりでご説明したいと思いますが、ＳＮＡで整備しているコモディティ・フロー法

によるデータベースは昭和30年から整備されているということで、少なくともそれ以降の財別

のデータは利用できるのではないかということでございます。 

 このマトリックスに着目しますと、縦の方が産業別、横の方は資産別にやっているわけです

けれども、これを今回の調査、民間企業投資、除却調査で産業別の比率が得られるのではない

かと考えます。調査票で言いますと、いわゆる２ページの全体にかかわる投資額、中古、大規

模ということで、そこで資産項目別にも聞いていますので、産業別・資産項目別のデータが対

応がつくのではないかと期待しています。 

 ちなみに、現行の民間企業資本ストック速報でも、名目の産業別投資額、これは法人企業統

計調査がベースになると思いますが、それを保持していると期待していますので、そのデータ

との突き合わせ、また、その援用の可能性があると考えています。 

 フローの方の粗投資額のストック下でマトリックスができたということで、それをどういう

ふうに財別に効率性パターンが描けるかというデータを、この民間企業投資・除却調査からと

ろうということでございます。 

 具体的には４ページ以降、それぞれ資産項目別に15項目ありますが、資産コードとしては、

先ほど800程度と言いましたが、かなり詳細な資産コードで、それぞれのパターンがとれるの

ではないかと期待しています。 

 どういうデータがとれるかということでございますけれども、３．の（２）でございます。 

 まず①、資本財ごとの生存パターン、前の委員会では「死亡パターン」とか、ネーミングが

統一されていませんけれども。 

 また、売却時の価値が残っているのであれば、経年別の価格パターンが算出できるのではな

いかということでございます。 

 それから、その価格パターンから逆算して、効率性のパターンも導出できるのではないかと

いうことでございます。 

 その得られた生存パターンと価格パターンから、日本全体としてのその財に着目した資本財

別の価格の減耗パターン、いわゆる我々が言う財別の減価償却率が得られるのではないかとい

うことでございます。これはＢＥＡ、アメリカ等では、④の合成関数としての減耗パターンを



 11

直接推計していると聞いております。 

 ちなみに、ではどういうふうに調査票を加工しているかということですが、別紙１をお願い

します。 

 ただソートして並べ替えるだけの話ですが、あくまでもこの調査は除却時期を平成17年に揃

えるということで、各企業から財別に聴取するということです。その財が破棄された時期から

遡って取得した時期も把握できますので、結果的に経過年が拾えるということで、その累積度

数と生存率をプロットして計算しようということで、図に書いたようなものをプロットすると、

ある死亡パターンが描けるのではないかということでございます。 

 別紙２も同じです。除却時は同じ、取得時期が得られる。そのときの価格減耗率をパーセン

トであらわす。それを同じ財にすべてソートして、同じ財でその価格のパターンを描いてみる

ということでございます。経過年と減耗率を描くことによって、大数としての価格パターンが

とれるのではないかということでございます。 

 別紙３は飛ばして、別紙４。その死亡パターンと価格パターンを掛け合わせることで、いわ

ゆる減価償却率を得られるのではないかと考えております。 

 翻って、我々はいわゆる純固定資産と生産能力、その価格パターンから効率性のパターンを

どう導出するかということで別紙３をつけております。 

 概念的な、データの拾い方としては別紙３のとおりですが、概念的な説明としては、申しわ

けありませんが、後の方につけております参考２「ＯＥＣＤマニュアルのポイント」を見てい

ただきたいと思います。 

 これは2001年に公表されたＯＥＣＤのマニュアル、目下、測定マニュアルとしては新たにリ

バイス中とは聞いておりまが、フレームは変わらないと思いますので、これで説明したいと思

います。 

 わかりやすいのは、この三角の数字の入った表ですけれども、サービス数量の数列、これが

だんだん減衰していくだろうというのが効率性のプロファイルと考えるということです。そこ

で、サービス価格がもし定数であるとすれば、それはレンタル料の数列そのものが効率性のプ

ロファイルになるだろうと我々は考えます。ただ、同じレンタル料でも、対象とする資本があ

と何年もつかによって割り引かなければいけないということで、例えば、２年目の8.9は割り

引いて8.2にする、そういう、対角線上に上にある数字、9.5、8.6、7.6、6.7を横に５％割り

引くということで、いわゆるレンタル料、その資本財のそのときのレンタル料が得られるので

はないか。それをある年に使用するとすると、それを縦に足し上げるということで、１年目
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43.7、35.8と、ある財についての価格のプロファイルが得られるのではないかということです。 

 実際、この調査から得られるデータは年齢－価格プロファイルなので、それを逆に一番下の

2.9の方から逆算して、2.9から2.6を導出する、6.5が得られているので3.8を導出する、3.8か

ら3.9を導出する、右下の階段上からどんどん上に上がって導出して、横に見るとそれが効率

性プロファイルに対応するのではないかと考えております。このように転換できると思ってお

ります。 

 そういう２つのプロファイルができたところで、もとに戻りまして８ページの４．資本スト

ック・マトリックスということで、生産能力のものと価値をあらわすものの資本ストック・マ

トリックスを集計したいと考えております。 

 ちなみに、調査票の設計上、ちょっと工夫をしたいなと思っていたのは、中古品の取扱いで

す。５．に「中古品取得額を推計する」とありますが、これが産業間の移動を反映できるので

はないかと思っています。確かに資産別・産業別に産業間の移動を記載しておりますけれども、

財別にはなかなか難しいので、どうしようかこれからも検討していきたいと思っております。

そこから資本サービスを導出するということです。 

 ちなみに、現行の民間企業資本ストックとの関係で言うと、いわゆるサドンデスで効率が落

ちることを前提に推計していますので、いわゆる生産性の効率パターンが徐々に落ちるという

仮定は置いていないということでございます。もう一つの純固についても、45年国富の結果と

しての７資産別、７制度部門別に推計した減耗率を固定的に使っているということでございま

す。 

 これはちょっと話がずれますけれども、毎年調査することによって、このプロファイルその

ものもまた変わってくるものと期待しております。 

 簡単ですが、以上、補足になったかならないかわかりませんが、ご説明させていただきまし

た。 

○高木委員長 どうもありがとうございました。 

 ただいま議題１、民間企業投資・除却調査（案）について事務局から説明があったわけです

が、皆さんから自由にこれについてご発言願いたいと思います。 

 発言される場合には、委員の先生方の前にありますネームプレートを立てていただけますで

しょうか。ネームプレートが立っている方を、こちらから順次指名させていただきたいと思い

ます。 

○井出委員 先ほどのアンケート調査の調査票で、２ページのⅡの一番下の○のところで、11
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番、仮勘定のただし書きに（平成17年度中に本勘定に振り替えた分は、11ではなく１から９に

記入してください）とあるんですが、これは１から９のどこに書くのかよくわからないんです

ね。 

○国民資産課長 関連１の調査票の３ページ、左側の表頭に⑤とありますが、ここにその数字

を財別に入れてほしいと。１から９というのは、この…… 

○井出委員 次のページの３の１から９に記入して、この２ページには書かないということで

すか。 

○国民資産課長 そういうことです。２ページの方には建設仮勘定、11のところに合計の金額

を入れてもらって、個々のところへの対応に関しては３ページの財別のところに入れてほしい

と。 

 表頭⑤の２番目の○のところですけれども、「内訳がわからなければ×をしてください」

というように、迷わないようにしていますが……。 

○井出委員 わかりました。ですから「次ページの３の１から９に」と書いていただかないと、

このページの①から④のどこかに書くのかなと、今、非常におかしいなと思って見ていました

ので、その点、何か注意書きをしていただければと思います。そうでないと多分これを書く方

がものすごく大変だと思うんですよね。これを理解するだけですごく大変だと思うので、なる

たけ、記入例も含めていろいろ工夫をお願いします。 

 それから、先ほどご説明の後の方でもありましたけれども、法人企業統計は今まで使ってい

るわけですが、それとの突き合わせですか、整合性とかそういうものは十分チェックされると

いうお話で、その点はお願いしたいと思います。 

 それから、もともと本題の資料１からの部分のご説明なんですが、どうしてもよくわからな

いのが、すみません、かなり時間があいてしまいまして記憶が不確かで申しわけないんですが、

参考２「ＯＥＣＤマニュアルのポイント」の部分で、年齢－効率性プロファイルとか年齢－価

格プロファイルとか幾つかありますが、一番よくわからないのは多分、年齢－効率性プロファ

イルというところで、先ほどアンケート調査から何がわかるかご説明なさったのですが─

効率性に行く前に、まず問題といたしまして、そのアンケート調査で売却したときの売却額を

記入するというのがありますよね。売却額は、例えばパソコンのようなものの場合、競合品が

出てきたり技術革新が進んで新製品が出てまいりますと売却額が急激に下がっていきますよね。

ということは、下がりパターンに安定性がないということですよね。その点は、この長期の推

計をされるときにどうやって考慮されるつもりなのかすごく不安に思いました。 
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 それと、戻りまして年齢－効率性プロファイルというのがよくわからないんですが、先ほど

のご説明では、年齢－価格プロファイルがアンケート調査で記入されたものから作成できると

いうことで、そこにレンタル料のデータがあって、そこからサービス数量が分かって年齢－効

率性プロファイルが出てくるというお話ですよね。そうすると、そこにはサービス価格が一定

あるいは─という限定があるわけですよね。それが本当なのかなということ、どうやって

それがわかるのかを教えていただきたいんです。 

 この辺が一番よくわからないということと、この年齢－効率性プロファイルというものを算

出されて、それが実際にどのように何に使われるのか、まだどうしても私自身よくわからない

ので、申しわけないのですが、年齢－効率性プロファイルについてご説明いただきたいと思い

ます。 

○国民生産課長 もし理解に不足があれば野村先生にもお願いしたいのですが、確かに、パソ

コン等の話を全くこの議論では捨象しているんですけれども、先ほどの17項目の中で、価格の

長期的時系列をつくりましょうという中に、あくまでも年齢－効率性プロファイルを推定する

には質の調整が前提となるということで、そこで、価格を推定するときに質を同じにすること

が大前提になると思います。議論としては、ちょっとここには書き込んでいないということで

ございます。 

○井出委員 そうしますと、ヘドニックか何かで調整して、それで持っていくという…… 

○国民生産課長 ヘドニックに限るかどうかはわかりませんけれども。 

○井出委員 何らかのそういう手法で質を調整して、それでこういう作業をされるということ

ですか。 

○国民生産課長 はい。 

○国民資産課長 先ほど前半の仮勘定の関係で、２ページの表のすぐ上の○の括弧書きの意味

について、ちょっと補足的に言わせていただきます。 

 ここの意味に関しましては、①の欄のところは、平成17年度中に本勘定に振り替えていると

きは、その結果としての金額を、１から９のところにその金額として入れてほしいという趣旨

になります。 

○高木委員長 今のは、２ページの11番の建設仮勘定の話ですか。 

○国民資産課長 その11の説明が括弧の前までになっておりまして、後ろの方に、11でなく１

から９に記入してくださいという部分は本勘定に振り替えて、取付ベースのような形になると

思うんですけれども、そこの個々の項目の金額に関しては、本勘定に振り替えた後の金額とし
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て、１から９までの各資産項目の方に記入してほしいと。 

○野村委員 ちょっとよろしいでしょうか。取付と進捗のところで今、何か混乱が見えた感じ

がしましたので、ちょっとお話しさせていただきますが、この部分は確かに井出先生がご指摘

のとおり、改めて読みますと非常にわかりづらい文かもしれません。我々もいろいろ議論して

検討した部分であります。 

 ただ、この意図するところですが、我々がヒアリングしましたところ、すべての投資、買っ

たものは一度、建設仮勘定に入れるという企業がございました。建設仮勘定に仮に入れて、そ

れを本勘定へ振り分けるという企業があったんですね。そういう意味で、この括弧書きのとこ

ろは、今期中に建設仮勘定に入れ、かつ今期中に本勘定に移したものは１から９に入れてくだ

さいということなんですね。ですので、あくまで我々はここで進捗ベースのみを議論していま

して、例えば、前期において建設仮勘定にあって今期において本勘定へ振り替えたものは、も

ちろん入らないわけです。あくまでも進捗だけですので。今期においてリアライズしたもので

はなくて。そういうような認識で、ちょっと補足させていただきます。 

○経済社会総合研究所長 明確に書いた方がいいですね。 

○高木委員長 誤解するかもしれないですね。 

 この調査票の話と、さっきの効率性の話とかそういう理論的な話と、その辺がうまくすり合

っているんだと思うのですが、その辺が今、見ているとちょっと、なかなか理解しにくい面が

あるかもしれません。 

○野村委員 中古品の売却額といいますか、それが実際にとれるかどうかは難しい部分がある

かもしれないんですね。カナダとかアメリカでそういう統計を始めようと、特にカナダの方で

そういう形をやっておりまして、その中で出てきた価格は、おそらく売却価格である。その企

業が中古品として売った価格であって、その企業が、例えば５年前にそれを新品で買った価格

を一方で調査しているわけです。そのときの価格も売った価格も両方ともノミナルなわけです。

その時点のカレント・プライスになっているわけです。ですので、先ほど井出先生がご指摘の

とおり、陳腐化があった場合にそこに既にもう反映されてしまっているわけですね。その部分

を取り除こう、すべて一度コンスタント・プライスに変換するようなプロセスが必要になって

くると思います。 

 一方で、最初に取得したときの価格は、取得価格、パーチェサーズ・プライスだと思います。

売ったときの価格は、プロデューサーではないですが、中古品を売却したときの価格であって、

そこにマージンがついて購入者の価格があるんだと思います。そういうマージンの調整もして
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２つの時点が違う価格を、買ったときと売ったときと時点の違う価格を比較可能なように調整

しましょう、そのプロセスはいろいろ難しい部分があるかもしれませんが、そういう調整を経

た上で初めて年齢と価格のプロファイルに接近していこうではないかという発想でございます。 

○高木委員長 何かほかに。たくさんあると思うんですけどね、いろいろなことが。 

 例えば、どの資産でも15項目とる。これでいいのかなんていうのは１つ問題だと思いますね。

というのは、建物や何かはそんなにないとは思うけれども、いわゆる備品の類ですとたくさん

あって、しかも系統抽出をやれというわけですよね。無作為抽出ですね。資産に１つずつ番号

を振って、そんなのできるのかしら。考えてもちょっと難しいかなと。 

 イメージとして与えているんだと思いますけどね、無作為の。 

○経済社会総合研究所長 幾つかの企業に対してヒアリングをしていまして、資産台帳みたい

なものは、かなり大きな企業であれば一応全部持っている。それに対して、その資産台帳に番

号を振っていただいて、それからランダムに抽出していただくという格好にならざるを得ない

と思うんですけれども。 

○中村委員 品目数が800ある。つまり、その売却時の価格、金額を調査するわけだけれども、

その800というのは経過年数によってもまた増えるというか、経過年数を掛けたものが実際の

品目数になるわけですよね。したがって、そういうことまで考えて、果たして十分なデータが

得られるのかどうかという心配が１点。 

 それから、除却、売却については、いわば企業ごとのサンプル調査という感じですよね。取

得については10タイプごとに合計額を調べているわけですけれども、除却についての合計額も、

できたら調べておいた方がよろしいのではないかという気がするのが１つ。 

 もう一つ、エイジ－プライス・プロファイルからエイジ－エフィシェンシー・プロファイル

にするときに割引率を使うわけですけれども、大抵の例では５％というのを使って、それ以外

はちょっと見たことないんですけれども、参考１では、中古マーケットとかレンタル・プライ

スなどからも価格の低下率を推計するといったことも書いておられますが、そういうマーケッ

トの場合だと、かなり市場金利の影響を受けているのではないかと思うんですけれども、その

辺はどうしたらいいのかという疑問があります。 

○高木委員長 いかがですか、その辺。割引現在価値に戻すというか、戻し方ですよね。 

○国民生産課長 この調査はすべてこのデータで得られるということではなくて、あくまでも

ハイブリッドな一つのパーツとして考えておりますので、ほかのパラメーター等も、先ほど言

いました登録データ等のデータとか中古品の市場のデータとか、財別にプロファイルはそれぞ
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れ有効な調査で得られるものもあるでしょうし、ハイブリッドに考えていきたいと思います。 

○野村委員 ５％という割引率は一つの仮説としてありうるでしょうが、いろいろと市場の割

引率といいますか、今度はユーザー・コスト・キャピタルの推計のところとかかわってまいり

ますが、そういう部分で、ご指摘のとおり、マーケットにおいてオブザーブされた値によって

計測できる方向にいきたいとは思っておりまして、一方で、プライスのプロファイルからエフ

ィシェンシーのプロファイルに割引率想定のもとでやったときに、エフィシェンシーのプロフ

ァイルが相当ぶれるというか、そういう部分が問題としてあります。そういうことも含めまし

て、今、二上課長がおっしゃいましたが、できるだけ日本の測定らしいといいますか、もっと

ソリッドなファンデーションがいろいろあるんだったら、いろいろなアプローチによって一つ

の確からしい数値に近づこうではないかという形で、例えばある財については登録のデータ、

登記しているとか、そういうようなものも含めまして、いろいろなものがあるかもしれない。 

 その一つの例としまして、例えばインターネット・オークションとか、そういうものも一部

は使える部分があるかもしれない。そういった検討も含めて、全体的に見ていったらどうだろ

うかと思っております。 

 一方で、800資産数の意味なんですけれども、これは私のイメージでは、確かにご指摘のと

おり、800掛ける年齢みたいなもので、今、このジオメトリックのデプレシエーションから外

れるというフレームワークを考えているわけですので、800掛ける年齢のマトリックスをずっ

と持っていかなければいけないという部分はストックとしてはあるんですけれども、この800

というものは、私の認識では、今、企業の人が、記入者が資産を持っていて、それを「どの資

産ですか」という分類を与えてお聞きしたときに、非常に大きな分類を与えますとどこに属す

るべきかは必ずしも明確ではない可能性があります…。 

 今、イグザクトに「この資産だ」ということは、企業の方は資産の名称からご存じとしても、

それが資産分類ではどこの部分に当たるかがわからない。そういうことがおこりうると思いま

す。たとえば、日本ではパーソナルコンピュータは二桁分類では電気機械ですが、米国の分類

では一般機械なのです。そういう部分で、わからない記入者にも特定しやすいように、800く

らいまで下りて工業統計及びコモ、あるいはＩ－Ｏの10桁分類ですね、そういうものの対応で

クリアにしたアセットの分類を模索しようではないかと考えておりまして、アセットの分類は

コモディティの分類と実は相当乖離するかもしれない、そういうコンセプトといいますか、ラ

ウンド・プロダクションみたいなんですけれども、迂回生産をする部分がある。例えばプラン

ト・エンジニアリングの議論もそうだと思うのですけれども、そういうものの中でアセットの
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分類はどうあるべきかということを、今また同時に検討しておりまして、その中から出てきた

数百分類というものだと思います。 

 そういう意味で、実際にストックとして推計するときには部分的にある集合の中で、今、５

桁でつくっておりますが、５桁分類の中のある集合の中でその分布を描いてみようと。サンプ

ル数が非常に小さくて、１つの５桁ですとサンプル数が小さくなるかもしれませんので、そう

いう形で３桁なり、グループの中で分割をはかるということが出てくるんだろうなと思ってお

ります。そういう意味で、本来は、記入者負担を軽減したいという意図がございまして、考え

ております。 

 除却の合計額に関しましては、当初、そういう案もあったんですが、企業は除却の合計額を

簿価でしか認識していない、そこが問題である。今回のこの資料１の関連１、この調査票を注

意深く見ますと、できるだけ簿価の情報には完全に依存していない情報という形で、そういう

意味で、名目値のプライスで聞いている部分ではありますが、名目値を加算してはいない。そ

ういう情報を注意深く抽出している。そういう意味で、ストック調査ではなくて投資・除却調

査という形で、キャピタルの企業会計におけるエントリーといいますか、新たに入ってきた部

分と出ていった部分、エントリーとイグジットだけをとらえようという形で、それを足さない

でくださいと。逆に、記入者のほうで計算して記入してください、という負担は企業にはかけ

られないということで、構想したものだと認識しております。 

○高木委員長 何かほかにございますでしょうか。 

○野村委員 １点、参考１について一言。 

 この検討課題と、ＯＥＣＤマニュアルのポイント等もそうですが、まず第１に、ターミノロ

ジーの統一を、英語で書かれているものが上がってきたとき、それを日本語にしたときに、な

かなか難しいと思うんです。そういう意味で、ターミノロジーの統一をもう少し、これから

徐々に検討されていったらいいかなということをお願いしたいと思います。 

 ターミノロジーとして、「生産性指標としての資本ストック」というのは、やはり「生産

性」というのでは少し誤解を呼ぶと思いますので、「生産能力指標」とか何かに変えていただ

きたいと思います。 

 一方、その中で、これまでの資本ストック検討委員会で検討されてきた中で１つ欠けている

ものがあるということで、やはり土地であると思います。土地の認識に関しまして、資本のサ

ービスの検討もいろいろ含まれておりますので、将来的に、2008年の９３ＳＮＡのリビジョン

１を目指しましても、やはり土地というものが、特に日本の場合は非常に大きな問題になる。



 19

もちろん測定精度の問題もございますが、一歩でも─今回、検討の課題という形ですので、

実際に公表資料となり得るかどうかは別としまして、大きな検討課題としては、日本こそやる

べきだろうと思いますので、ぜひその部分をご検討いただければと思います。 

○中村委員 資料１の１ページの右半分、昭和30年から今回、行おうとしている投資除却調査

までのデータをつなげて超長期の時系列をつくるという、この作業はどういうイメージでとら

えたらよろしいんでしょうか。 

○国民資産課長 とりあえず、30年以降ＳＮＡの系列があるものですから、その部分に関して

見直しが必要なところはしていくということです。ちょっと「超長期」という言葉が一部残っ

ているところがありますけれども、「超」の字は、更に過去に遡るときに使おうかというとこ

ろがあって、一部この中にもそれを目指しているところはあると思いますけれども、とりあえ

ず、対象が昭和30年、1955年までであれば「長期系列」という言葉の方がより適当であろうと

は考えております。 

 また、このベンチマークとなる45年の国富調査の係数と、それから今回、ＰＩＭが実行され

たときの関係ということになりますと、先ほども２ページ、このポンチ絵的な棒グラフのとこ

ろで若干紹介しましたけれども、ＰＩＭは基本的にベンチマークを必要としないところもあり

まして、そこのところは45年に関しても別系列になる可能性があるというか、別系列と考える

方が適当であろうという指摘もあります。国富調査の45年とこのＰＩＭで推計した結果とが一

致するという関係では必ずしもない、独立したものというふうに整理して推計して、そして最

後のところでそれぞれの結果を比べて総合的な評価をしなければいけないとは思いますけれど

も、45年の国富調査にいずれにしても一致するはずということでは必ずしもないという整理で

す。 

○高木委員長 そうすると、45年国富が中心になると考えていいんですか。 

○国民資産課長 そこのところは、一応ベンチマーク・イヤーの、現行はそこから出発してき

ているんですけれども、ＰＩＭを実行していったときには、本当に完璧に国富調査が正確に出

ているときには、それに一致すべきという整理というか、評価をすべきかもしれませんけれど

も、必ずしもそうでない部分もあったりして、そうすると、45年に関しては45年国富調査の数

字に必ずしも一致しない、別のものであるという整理に今のところはなるのではないかと思い

ます。 

○経済社会総合研究所長 今回、資本ストックの推計というのは、従来の日本の資本ストック

から見るとかなり大幅な改定になるだろうと思います。従来は、ご承知のように、法人企業統
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計表をベースにして新設投資額をとってきて、ベンチマークとして45年の国富を使って、除却

の分布については、除却を終えた時点でキャパシティも落ちるという形のサドンデスを前提に

した推計で資本ストックを推計している。しかも、それは総資本ストック推計になっているわ

けで、それに対して各国の動向を見ますと、やはりプロダクティブ・キャパシティをどう把握

するか、あるキャパシティをどういう形でアセットの価値として把握するかという両面で資本

ストックを国民経済計算にきちっととらえるということを非常に体系的にやってきておりまし

て、主要国の中では日本が唯一、非常に遅れている国の１つになっているわけです。 

 さりとて国富調査をもう一度大がかりにやるというのは、予算的な規模から言ってもそう簡

単ではございませんし、各国の動向は大体恒久棚卸法というやり方で、過去にずっと遡ればア

セットはゼロになるという前提において、そのさかのぼる分布を何らかの形で推計してつくっ

ていくということをやっているわけですね。したがって、45年なら45年の国富をベンチにして、

そのベンチから積み上げていくというやり方は、今回はとらないことになるわけです。 

 さはさりながら、45年の国富が正確にきちっと把握されていて、かつ今回やるクオリティの

把握も正確に行われて、それが一致するものであれば、ダイレクトに調査した45年国富と今回

の推計は、45年のレベルで一致してしかるべきなんですけれども、それはあくまで理論的な話

で、そこまで完全にいかないわけですから、ギャップが出てくることはあり得るだろうと思っ

ています。 

 かなりの大調査になりますので、調査の使い方、それから使ってどれぐらいの安定した、先

ほどから出ているプロファイルの分布がとれるかについては、若干試行錯誤は入りますけれど

も、野村委員からいろいろサジェストを受けまして、多分これを補完するいろいろな情報、各

国の推計を含めていろいろありますし、それから、直接のヒアリング情報だとか中古市場、レ

ンタル市場の情報もありますので、そういうものと併せながら、どれくらい今回の推計値がロ

バースであるかを確認しながら使っていくことになろうかと思います。 

○野村委員 １点だけ補足させていただきたいんですが、例えば、２ページのベンチマーク法

と恒久棚卸法の説明としまして、これはクリアだと思うんですが、方法論としてはそうだとい

う分類はいいと思うんですけれども、３ページになりまして、実際の推計と、従来がどうだっ

たか、今回どうだったかという体系の中では、必ずしもベンチマーク法と恒久棚卸法に変わっ

たという区分が、今、我々ターミノロジーとしましてずっと伝統的にといいますか、使ってき

ましたが、必ずしも正しくないかもしれない。 

 私の経済学的な印象からしますと、どちらにしろ間接推計である。投資から推計するんだ、
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国富みたいに直接推計をコンプリー・アカウントに聞くのではないんだということで、観察推

計ということになる。その中で、それも含めましてＰＩＭと呼んでしまっているところがある

と思うんですね。 

 45年国富との関係は、今、黒田所長がお話しされたとおりなのですが、では30年国富、1955

年国富との関係はどうなんだということになりますと、やはり部分的に、部分的にと申します

か、かなりのメインの部分として、それをベンチマークとして使わなければならないときが出

てくる。昭和30年ですね。それ以前に遡れる投資系列とか、インフラストラクチャー等は比較

的長期の系列がとれる部分がございますので、純粋なＰＩＭに近いかもしれません。だけれど

も、純粋なＰＩＭは、もし良質なベンチマーク・ストックが見出されたときに、それを使わな

いものでは全くないと思いますので。 

 ＰＩＭと言っても、必ず最初のところでは近似的な、初期値のストックを推計したりもしま

す。そういう部分で、ＢＹＭとＰＩＭという二分法の中でとらえる方法は、これから少し不適

切になる可能性もあるかもしれないということで、呼び名としては、さっきのターミノロジー

の整理とあわせまして、もうちょっと別な形でいくのかもしれません。いずれにしましても、

ベンチマークのストックが投資と整合していなければいけない。前後の投資の系列で、ストッ

クが余りにも不整合があるというような観察も部分的に国富にありますので、その部分の検討

を含めて、先ほどの資料、参考１の検討課題の一つのテーマになっているかなと認識しており

ます。 

○井出委員 また細かいところに戻ってしまうんですが、先ほどの資本財価格とレンタル料と

の関係のところで、使用頻度もすごく重要だと思うんですね。私はどうしても社会資本ストッ

クの方が念頭に入ってしまうんですが、社会資本ストックのようなものですと、例えば大都市

と地方とで使用頻度は全然違うので、老朽化が全く違うんですよ。そういう使用頻度、稼働率

みたいなものなんですが、それを考えないと、多分、一律にすべて持っていってしまうと、や

はりそこにバイアスが生じてくるのではないかということで、端的な例は中古自動車ですよね。

走行距離によっても価格ははっきり変わるわけで、そういった技術変化の部分と、それから単

に物理的な年数ではなくて、どのぐらい使用されているかということも考慮しないと、実は過

大推定になるのではないかとすごく感じていまして、細かい部分ではありますが、そういうこ

とも考慮していただければと思います。 

○野村委員 今の点、ご指摘のとおりだと思うんですけれども、ユーティライゼーション、ど

ういうふうに使ったかという部分が、現実には耐用年数に対して影響を与えたり磨耗に対して
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影響を与えるということだと思いますが、スタンダードなユーティライゼーションをまず考え

たいというのが第１のポイントになるかと思います。ユーティライゼーションのコンディショ

ンによって資本ストックが違うんだとしますと、資本ストックを推計するために、効率性とか

使用頻度がまた資本ストックの推計値に影響を与えるみたいな、ニワトリと卵みたいな議論に

ある部分なって、スタンダードなユーティライゼーションという形が１つだと思います。 

 ただ、一方で、ご指摘のとおり、インフラの部分では地域によって全然違うんだと。そうい

うものに対しては地域属性という属性を与えよう、むしろ地域属性によってその違いをあらわ

そうと。先ほどの自動車の例で言いますと、タクシー業界と、例えば官庁の持っている自動車

の稼働率は全く違うかもしれません。そういう意味では、所有者という属性によって耐用年数

も違っていて、償却率も違うんだという形で分類していこう、そういう形の中の、インフラに

関しましては特に、地域推計をやっていこう、地域のあれが非常に重要であるということで、

課題として思っております。そういう属性に転換していく中で反映していきたいということだ

と思います。 

○高木委員長 そういうものはフェースシートをどうするかという問題に帰着してきますよね。 

ほかに何かございませんでしょうか。 

では、１つだけ基本的なことを。これは、まず対象として、サンプル数はどのぐらいを想定

しているんですか。 

○国民資産課長 一応３万です。 

○高木委員長 資本金の大きいところは悉皆ですか。 

○国民資産課長 そうです。一応今のところ考えているのは、10億円以上に関しては悉皆、１

億から10億円未満で80％、5,000から１億円が10％くらい、3,000から5,000万円の間が４％く

らいです。 

○高木委員長 ２番目として、いつごろ調査をするんですか。これは平成17年度が対象だと言

うからね。 

○国民資産課長 ちょっと手続の話とか、実際、調査をやってもらうところに委託して調査票

を郵送するとか、そういう大作業をしてもらうということで外に頼もうと思うんですけれども、

そういう意味からすると、入札のための公告の期間が２カ月近くかかるとか、そういう審査が

いつ終わるかといったこともあって、早い場合で12月半ば以降、それから１月になってしまう

かもしれない。記入期間は１カ月必要だろうとは考えておりますけれども、審査次第というこ

とです。 
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 それから、毎年やることを考えております。 

○高木委員長 毎年がいいのかな……。いや、これは予算も関係するから何とも言えないけれ

ども。 

○経済社会総合研究所長 少なくとも安定するまでは毎年やった方がいいだろうと。 

○高木委員長 それから、試験調査はやるんですか。 

○国民資産課長 これは前回、15年にやったのが試験調査的な位置づけで、今回は本調査とい

うことで、一応今、お願いしているところです。 

○高木委員長 わかりました。 

 では、第１の議題はこの程度にして、第２の議題に移りたいと思います。 

○野村委員 ２つのテーマについてお話をということで、ここに書かれておりますインハウ

ス・ソフトウェアと育成資産のことなんですが、この２つは一見全く関係なさそうに思われま

すけれども、それを統一的にとらえていったときに、もっとハーモナイズしよう、日本の現在

のナショナル・アカウントを９３ＳＮＡにより調和させていこうという大きなトピックスの中

で、現在少々問題であるかもしれない要素を２点、課題であるところをご紹介していきたいと

思います。 

（スクリーン） 

 １点目は、オウン・アカウント・ソフトウェア。英語では「オウン・アカウント」と呼んで

いますけれども、日本語では「インハウス・ソフトウェア」と呼んでいることが多いかもしれ

ませんし、「自社開発ソフトウェア」と呼んでいるかもしれません。 

 それと、ＷｉＰというのはワーク・イン・プログレスの略で、ワーク・イン・プロセスと言

ったりもしますが、仕掛品在庫ですね。日本語では「半製品在庫」と言うかもしれません。カ

ルティベーティッド・アセットといいますが、育成資産についてのお話です。 

 １番目は、ＳＮＡのリコメンデーションにこれから対応しようという課題であり、２番目は、

対応したけれども、ちょっとおかしいかもしれない、検討する余地があるかもしれないという

課題であります。 

 時間が余りないかもしれませんので、キャピタライゼーションの話にいきますが、まず一番

最初に、これはよくご承知かもしれませんけれども、一応最初に情報といたしまして、反復に

なりますが、９３ＳＮＡにおける無形固定資産といいますか、インタンジブルなフィックス

ト・アセットというものは、一応次のように定義されている。ミネラル・エクスプロレーショ

ン─鉱物探査ですね、ＡＮ.１１２１というものとコンピュータ・ソフトウェアというもの
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で、エンターテイメント・ライタリー・オア・アーティスティック・オリジンズ。原本ですね。

アザー・インタンジブル・フィックスト・アセットという形で４つ大きく分かれております。 

 これが今、コンピュータのソフトウェアですが、３行目にありますように、自己の勘定にお

いてディベロップされたソフトウェアもカウントしようではないか、そうしない場合はカスタ

ム・ソフトウェア等の不整合等は、そちらは入っているんだけれども、自部門でつくれば資本

形成ではないけれども、外から買ってくれば資本形成になってしまうようなことがもちろんご

ざいますので、そういうものは避けなければいけないということで、両方ともカウントしなけ

ればいけない。 

 一方で、例えばデータベース、この後ろの方に出ていますが、コンピュータ・データベース、

これが例えばコモ法みたいな、ＳＮＡの体系そのものが大規模なデータベースかもしれません。

１年を超えて利用されるという形では、それはフィックスアセットであると認識されるかもし

れません。ただ、現在のところコンピュータ・ソフトウェア、このＡＮ.１１２２という部分

において、実際のところ諸外国が推定してきているのはカスタム・ソフトウェアとパッケー

ジ・ソフトウェアとオウン・アカウント・ソフトウェアの３つであるというふうに、リコメン

デーションそのものにははっきり書いていなくてもっと広い概念でありますが、今のところそ

ういう形で、データベース等を直接的に推計しようという話は、今、進んでいるという形で、

まだ諸外国においても課題だと思います。 

 その３つという形で今、とらえておきますと、日本においてのナショナル・アカウントにお

いて、ご承知のとおりですが、今、何が入っているかという形ですけれども、95年のベンチマ

ーク・リビジョンにおいて、カスタム・ソフトウェアと鉱物探査とプラント・エンジニアリン

グというものが、一応もう資本化されておりこまれている。2000年においては、プレパッケー

ジ・ソフトウェアも追加された。 

 2005年のベンチマーク・リビジョンに向けて、ちょっとこれ今、オウン・アカウントは関係

ないんですが、いろいろ議論すべきポイントは、鉱物探査は今、フローとしては総合的資本形

成として扱っているけれども、ストックとしては計上されないというような扱いになっており

ますので、それは2005年のベンチマーク・リビジョンにおいて検討されるべき課題の１つにな

ろう。 

 プラント・エンジニアリングは内部でもいろいろ検討しました結果、タンジブル・アセット

としてリファインされるのが適切であるかもしれないと。少なくともＳＮＡのリコメンデーシ

ョンにはないわけですし、我々は今、建設というものがどういうものなのかということをもう
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一回、先ほどの迂回生産の話を含めまして議論している途中であると認識しております。 

 ３番目がオウン・アカウント・ソフトウェアですが、これはもう明らかに資本化されていく

べきであろう。可能である限り、2005年のベンチマークＩ－Ｏを目標に、間に合うような形に

なり得るのか、その部分が検討課題になるかもしれませんが、早急に検討すべき課題であると

いうことは前回のストック委員会でも議論になったかと思います。 

 今度は前回の形でも、やるべきだという形は大体の同意を得ているのではないかと思ってお

りますが、では、どういうふうにやるのかというところの中で、今日はもう少し踏み込んだ形

になると思います。 

 メソドロジーとしまして、コーポレート・アカウント、企業会計ですね、直接企業に効いて

しまうという形、これは標準的なサーベイといいますか─の姿だと思います。ただ、これ

が本当にワークするのかという部分で非常に難しい部分がございまして、企業は自分のところ

でつくったオウン・アカウント・ソフトウェアを、確かに資産計上している企業もあるんです

が、それは全てではない。もしかしたら、一国全体のオウン・アカウント・ソフトウェアとし

て計上されるべき金額の10％ぐらいしか観察されないかもしれません。母集団推計をした後に

10％とかですね。 

 もう一つのアプローチはプロダクション・コスト、インピュテーションといいますか、アプ

ローチだろうという形になっておりまして、ＯＥＣＤがキャピタル・マニュアルとは別にソフ

トウェアに関してのタスクフォースをつくりまして、その中での一つの各国調査をされた中で

は、すべての国がプロダクション・コスト・アプローチを使っているという形になっていると

いう認識だと思います。我々は、プロダクション・コスト・アプローチによって一度検討して

いこうではないかと思っております。 

 その中でメソドロジーについて、インターナショナルに調和が進んできている中で、ＯＥＣ

Ｄのタスクフォースのものと、あともう一つ、アグリゲート・ハーモナイズド・エスティメー

トと書いていますが、調和されたメソドロジーによって諸外国が、プロダクションのコストに

よってオウン・アカウント・ソフトウェアがどのぐらい形成されたかを推計してくるわけです

ね。ＯＥＣＤ諸国が。そのメソドロジーをいろいろ検討しますと、パラメーターが非常にガタ

ガタであったり、インピュテーションですのでイージーに推測されるように、なかなか難しい

部分がある。そのメソドロジーを１度整えたら、同じメソドロジーによって推計したらどのく

らいの差が出るんだろうか、現状、今、出されている諸外国の推計値とハーモナイズドした推

計値がどうなんだろうかということを、オーマッド氏が2003年のペーパー等で検討しておりま
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す。 

 一方で、アメリカの経済分析局・ＢＥＡは、オウン・アカウント・ソフトウェアを産業別に

推計する形の非常に細かいといいますか、ＯＥＣＤ諸国の検討は、最初のリケロさんのペーパ

ー等は、コンセプトといいますか、先ほども紹介しましたように、ＳＮＡの中にはソフトウェ

アの、キャピタライズしなさいというリコメンデーションがあるわけですが、では、具体的に

細かい部分の概念はどうしたらいいんですか、どう推計したらいいんですか、あるいはそのた

めのコンセプトをどう考えますかというところまでは踏み込んでいないわけです。実際には、

推計において非常に躊躇する部分があるかもしれません。 

 その中でＯＥＣＤが、その部分をクリアにしようではないかという形の中でタスクフォース

をつくり、もう少しこの部分に関してマニュアル化していくという流れがあるんだと思います。

そのリケロさん等がコンセプトをまとめまして、真ん中のペーパーがその比較を行っている。 

 ＢＥＡはそれをさらに、インダストリー・ベースといいますか、もちろん彼らの中でいろい

ろな議論がされているには違いないですが、インダストリー・ベースの中にＢＥＡのＮＩＰＡ、

ナショナル・アカウントのＮＩＰＡの中に、体系においてどう推計したかということをいろい

ろと模索されている。それは私の知る限り、おそらく97年に最初にやられて、99年、2003年と

３回ぐらい推計方法を変えているという形で、ＢＥＡの中でも、やはりいろいろ模索が続いて

いるんだろうと思われます。 

 なぜそんなややこしいことになるのかというと、やはりそれはプロダクションのコストのア

プローチに依存しているという形になる。Ｒ＆Ｄに非常に近い、Ｒ＆Ｄもプロダクションのコ

ストによるアプローチ、Ｒ＆Ｄのインベストメントを将来的に推計しようではないかといった

ときに、Ｒ＆Ｄの支出の費用を聞くわけですね。そしてフラスカティマニュアル等で、その概

念の範囲を決めていくわけです。それのソフトウェアバージョンがこちらのものだという形で

すが、でも、Ｒ＆Ｄの場合は、企業に行くとＲ＆Ｄ費用の枠組みがある程度、とらえられてい

る。オウン・アカウント・ソフトウェアについては、その部分もなかなか捉えづらい。そうい

う中でどう推計していくかというところで、いろいろと難しい部分があるんだろうと思われま

す。 

 コンセプチュアルなイシューとしてどういうものがあるか。必ずしもすべて回答があるわけ

ではないと思っておりますが、どういう形のことが議論になっているかご紹介させていただく

中では、第１番目に、オリジナルとコピーというものの議論ですね。それが原本であるのかコ

ピーであるのかという識別が確かに重要である。コピーというのはオリジナルのリプロダクシ
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ョンである。原本を再生するわけですね。ソフトウェアの場合は、原本とコピーと全く同じも

のである。デジタル情報として全く同じものであるということが起こり得るわけで、非常にお

もしろい性質だと思います。 

 例示として書いていますが、コンセプチュアルにこの部分を識別しましょうということなん

ですけれども、例えば、ゲームですね。テレビゲームみたいなもののソフトウェア、これは資

本形成にはならない。消費財であるという形になると思います。もし大規模なものがあって、

例えばゲーム会社がそれを買っていた。そういうものがあったとしたら、それは資本形成にさ

れる可能性はプロダクションとしてあり得るかもしれませんが、基本的にはゲームは消費財で

ある。だけれども、そのゲームのオリジナルそのものはグロス・フィックスト・キャピタル・

フォーメーション、資本形成として扱われるべきだ。ここにオリジナルとそのコピーといいま

すか、リプロダクション・オブ・オリジナルというものの識別がクリアになって、２番目のポ

イントと重なるんですが、２つの異なるプロダクションのプロセスを識別しましょうと。 

 第１は、プレパッケージ・ソフトウェアですね。我々が何かソフトウェアを買ってきまして、

それを我々の生産活動において使用する。そのときには、そのソフトウェアが１年以上使われ

る限り、我々にとってのソフトウェア、そのプレパッケージ・ソフトウェアは我々にとって投

資資産である、購入はその投資である、資本形成しましょうということはいいわけです。 

 一方で、コピーをつくるために使われたオリジナルがあるわけで、コピーしてリプロダクシ

ョンする会社においては、そのオリジナルそのものは資産計上すべき対象であって、そうしま

すと、あたかも２つダブルカウントしているかのような感じにも見えるわけですけれども、２

つのプロダクションのプロセスが別ですよ、リプロダクションをするプロセスと、そのリプロ

ダクションされたコピーを使って別な生産活動、全くソフトウェアと関係ない生産活動を行う

という２つのプロダクションプロセスがあるというところの中で、オリジナルとコピーを識別

しましょうということだと思うのです。 

 一方で、ほかの問題としまして３番目の、ボーダー・ビトウィーン・パーチェス・アンド・

レンタルと書きましたが、購入したのか借りているのか、その違いがよくわからない。もちろ

ん我々も経験しましたように、ソフトウェアを購入するということもしておりますし、そのと

きは別に使用期限等ないわけですが、１年間当たり、１年間のサービスとしてレンタルすると

いうことも、ライセンス・トゥー・ユースといいますか、そういうものを借りてきて使用料を

払うんだということになった場合に、どういう形で、どこからどこがボーダーなんだ、そのボ

ーダーなんかわからないじゃないかと。実際わからないと思うんです。そういう部分の中で、
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ライセンス・トゥー・ユースといいますか、それが１年以上に使われて契約するようなものは、

あたかもフィナンシャル・リースのように資本財として扱いましょうという扱いであります。 

 一方で、ライセンス・トゥー・リプロデュース。リプロデュースするためのライセンスは、

それは資本財としてではなくインターミディエート・コンサプション、中間消費として扱いま

しょうと。 

 一方で、ライセンス・トゥー・ユースであっても、短期にしか使わないものに関しては、イ

ンターミディエート・コンサプションとして扱いましょうという形で、オペレーティング・リ

ースとフィナンシャル・リースと区別が似ていると言ってもいいかもしれません。この部分が

非常に大きな議論になっていたと思いますし、現在もまだこういう議論がソフトウェアの中に

おいてはあり得ると思います。 

 ワーク・イン・プログレスの問題もございまして、今日は話す時間がないかもしれませんが、

カルティベーティッド・アセットの、半製品とかと一緒ですが、半製品と投資をどう分けよう

か。完成していないものに関しては、基本的には在庫計上する。建物に関しては計上して、建

設中のものも投資として見ましょうと。造船等に関しては、建造中のものは半製品の増加にな

るという形で識別が行われている。その中でソフトウェアに関しても、大規模なものに関して

は、１つの会計期間をまたいで途中のものがあり得る。そういうものをどう定義するかという

ところですが、事実上その識別が難しいであろうというところの中で、ＯＥＣＤとしても、実

際上はワーク・イン・プログレスも含んで資本として扱いましょうということがリコメンデー

ションされている。 

 アンサクセスフル・ソフトウェア・ディベロプメントと書きましたが、ソフトウェアのディ

べロプメントを自分でやるということになりますと、Ｒ＆Ｄに非常に近いような感じになりま

す。あるいはミネラルエクスプロレーションですか、鉱物探査にも近いかもしれません。自分

につくってみたはいいものの、完成しなかったよということが十分あり得るわけですが、そう

いうものに関してはどう扱うかといいますと、一応鉱物探査とのアナロジーにおいて、あるい

は次に来る課題、Ｒ＆Ｄとのアナロジーにおいてもそうですが、サクセスするかどうかにかか

わるソフトウェアのディベロプメントというものは計上しましょうという形に、ナショナル・

アカウントの発想としてはなっております。この部分はコーポレート・アカウントという背景

との議論とか、いろいろな議論があり得ると思いますし、現在もまだ継続中かもしれません。 

 このような形でコンセプチュアルな問題があり、少しコンセプチュアルに、実際には、これ

を識別して観察することはほとんどできないかもしれませんが、ＯＥＣＤのタスクフォースの
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中で、ソフトウェアをプロダクションするためにプロダクションのステージを８つに区切りま

して、コンセプチュアルにどうなのか。フィジービリティ・アナリシスから始まって、最後、

テストしてドキュメンテーション、トレーニングしてメンテナンスまでいくなかで、どの活動

がコストとしてオウン・アカウント・ソフトウェアの費用、範囲を決めるアクティビティとし

て仕切るのか。そういう中で、リコメンデーションとしては２から６というプロセスの中のも

のを資本計上しましょうと。それが企業において行われたときに、その部分はオウン・アカウ

ント・ソフトウェアのためのコストですよというふうに見ましょうとするわけです。 

 この部分はコンセプチュアルな意味での整理でして、実際にこのステージに合わせてデータ

をとりましょうとか、人間がどのくらい配分したでしょうかということをきちっきちっとでき

ているという形では、今のところ、残念ながらない。では、実際のプラクティカルにはどうい

う推計方法があるかというところの中での仮説なんですが、今ここで私が紹介するのは、何と

言うべきかはあれなんですが、ＯＥＣＤのリコメンデーションを受けて、その整合的であり、

かつＢＥＡのアプローチにほぼ近いといいますか、産業別推計の結果、検討値をお話しさせて

いただきたいということなんですけれども、実際の公式統計としてどういう形でやるかという

ところの中では、もう一段階検討が必要であろう。 

 資産そのものは、私自身が2004年の段階でやったものでして、これからもう一段階やるとい

う意味では、もう一度新しい概念でリバイスする部分が必要だと思いますが、１番目の第１ス

テップとして何が必要かといいますと、ソフトウェア・プロフェッショナルの労働者数。Ｒ＆

Ｄよりも、オウン・アカウント・ソフトウェアというのは、私の印象的な部分で申しわけない

のですけれども、自社開発のソフトウェアの推計は、Ｒ＆Ｄの測定よりは、メジャーメントと

いうものだけから見れば非常に性質が悪いといいますか、筋が悪いところがございます。なぜ

かというと、なかなか推計できない。推計するポイントを直接観察することがなかなか難しい

という意味で、Ｒ＆Ｄよりも難しいと言うべきかもしれませんし、なかなか難しいなという感

じはします。 

 ただ、一方で、Ｒ＆Ｄよりも先に９３ＳＮＡの中で勧告されるような形になるのは、一方で

カスタム・ソフトウェアとかプレパッケージ・ソフトウェア、直接的にマーケットで評価でき

るものがあって、それが資本財と見なされるのであれば、オウン・アカウントと見なさないの

は非常に大きな問題があるという中で、いろいろな問題の難しさは諸外国、非常によく認識し

ながら、日本でももちろん、この議論をずっとするといろいろなところで難しいと。非常にイ

ンピュテーションといいますか、コスト・アプローチの中で危ないパラメーターに依存してい



 30

る部分があると思うんですが、そういう部分がありながらも、ソフトウェアという無形の固定

資産を入れようという中での議論があるという前提の中で認識しておいていただきたいんです

が、そういう形で、ソフトウェア・プロフェッショナルというナンバーを数えましょうと。 

 その中で、ソフトウェアをリプロダクションするために、売るためのリプロダクションのた

めの人間は除きましょう、あるいはカスタム・ソフトウェアをつくっている人たちも除きまし

ょうという形の中で識別したい。 

 ノンソフトウェア・インダストリですが、ソフトウェア産業でない部分のインダストリにお

いては、例えばＢＥＡは、リミッティング・ファクターと彼らは呼んでいたんですが、0.2％

ですね、トータルの雇用者に対してソフトウェア・プロフェッショナルズという人たちが

0.2％以上あった場合には、それはもうカスタム・ソフトウェアをつくっていたり、他のもの

をつくっているんだということを前提にしましょうというような制約を置いていたんです。 

 そういうのは、ちょっとここに書いていますけれども、リミッティング・ファクターはもう

今、仮定されなくなってきたという形の中であると思います。 

 オリジナルと、例えば先ほどコピーの関係がございましたが、オリジナルとコピーの関係を

認識することは、90年代後半のアメリカの推計において誤解されていたところがございまして、

アメリカのＢＥＡ自身が、当時ちょっと誤解していたというようなことを2003年のペーパーに

書いておりました。そういう中で、オリジナルとコピーというものを完全に識別したときに、

プレパッケージ・ソフトウェアをつくっているかもしれないけれども、プロダクト・ミックス

がございますように、それぞれの産業は本業を持っているわけですが、プレパッケージ・ソフ

トウェアもつくっているかもしれない。だけれども、それはそれのオリジナルをつくっている

のであって、それも計上していこうというような形になっているわけです。そのプレパッケー

ジ・ソフトウェアを買ったところは、またプレパッケージ・ソフトウェアとして資産計上され

る。 

 では今度、ソフトウェア・インダストリにおいては、明らかにソフトウェア・インダストリ

というのはカスタム・ソフトウェアをつくっている部分が多いでしょうし、そういう部分をど

うやって識別するかというところの中で難しい問題がありまして、この部分は非常に大変な部

分だと思いますし、まだかちっとした数値が余りないかもしれません。私の今のこの推計でい

きますと、いろいろ検討した結果、2000年においてちょうど66％ぐらいのものをソフトウェ

ア・インダストリにおいてのプロフェッショナルといいますか、ソフトウェアのエンジニアは

カスタム・ソフトウェアの生産の方に従事しているのだという形に、今のところしております。 




